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 富山県税事務取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定め、公表する。 

  令和元年10月９日 

                    富山県知事 石  井    一  

富山県訓令第８号 

                             経 営 管 理 部  

                             出  納  局  

                             総合県税事務所  

   富山県税事務取扱規程の一部を改正する訓令 

 富山県税事務取扱規程（昭和27年富山県訓令第25号）の一部を次のように改正す 

る。                        
 
 

第３条第２項の表⑴の項中 

｢   ケ 自動車取得税課税台帳 
  コ 軽油引取税課税台帳 
  サ 自動車税課税台帳 」 

                                      

を 
｢   ケ 軽油引取税課税台帳 
  コ 自動車税（環境性能割）課税台帳 
  サ 自動車税（種別割）課税台帳 」 

に改め、同表⑷の項中 

                                      
「   ク 自動車取得税徴収簿       

  ケ 軽油引取税徴収簿 
  コ 自動車税徴収簿 」 

を 

 
「   ク 軽油引取税徴収簿 

  ケ 自動車税（環境性能割）徴収簿 
  コ 自動車税（種別割）徴収簿 」 

に改める。 

毎週月.水.金曜日発行 
令和元年10月９日 

水 曜 日 
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 第５条第１項中「自動車取得税」を「自動車税の環境性能割」に、「第 125条第 

２項」を「第 164条第２項」に改める。 

 第６条第２項の表以外の部分中「によつて」を「により」に改め、同項の表⑷の 

項中「、地方法人特別税」を「及び特別法人事業税又は地方法人特別税」に、「法 

人事業税・地方法人特別税の中間みなし決定決議書、法人事業税・地方法人特別税 

の更正・決定・加算金決定決議書」を「法人事業税・特別法人事業税・地方法人特 

別税の中間みなし決定決議書、法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税の更 

正・決定・加算金決定決議書」に、「法人事業税・地方法人特別税調定伺書」を 

「法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税調定伺書」に改め、同表⑻の項か 

ら⑽の項までを次のように改める。                      
 

⑻ 軽油引取税並びに 
 その過少申告加算金､ 
 不申告加算金及び重 
 加算金 

軽油引取税申告是認決議 
書兼調定伺、軽油引取税
不申告加算金（期限後申
告分）決定決議書兼調定
伺、軽油引取税更正・決
定・加算金決定決議書兼
調定伺又は軽油引取税決
定決議書兼調定伺 

第３号様式の９の３又は第３号 
様式の９の４ 

⑼ 自動車税の環境性 
 能割並びにその過少 
 申告加算金、不申告 
 加算金及び重加算金 

自動車税（環境性能割）
申告是認（更正、決定）
決議書兼調定伺書又は自
動車税（環境性能割）更
正・決定決議書 

第３号様式の９の５又は第３号
様式の９の６ 

⑽ 自動車税の種別割 自動車税（種別割）決定
決議書兼調定伺書 

第３号様式の10 

 第６条の２第１項中「自動車取得税（法第 125条第２項」を「自動車税の環境性 

能割（法第 164条第２項」に改める。 

 第６条の３の表⑷の項中「自動車取得税月報」を「自動車税（環境性能割）月報 

」に改め、同表⑸の項中「自動車税月報」を「自動車税（種別割）月報」に改める。 

 第７条の３第１項中「によつて」を「により」に、「法人税の更正又は決定に係 

る所得金額等通知書」を「市町村民税法人税割に係る課税標準額等の通知書」に改 

める。 

 第９条の見出し中「及び」の次に「特別法人事業税又は」を加え、同条中「法人

事業税・地方法人特別税の申告期限の延長の承認等の決議書によつて」を「法人事 



  令和元年 10 月９日     富 山 県 報        号  外  3   

 

業税・特別法人事業税・地方法人特別税の申告期限の延長の承認等の決議書により」 

に、「法人事業税・地方法人特別税の確定申告書の提出期限の延長の処分の届出及

び承認等についての通知書」を「法人税・法人事業税・特別法人事業税・地方法人

特別税の確定申告書の提出期限の延長の処分の届出及び承認等についての通知書」

に改める。 

 第９条の２第１項中「によつて」を「により」に改め、同条第２項中「第72条の

33」を「第72条の31」に改める。 

 第14条の７中「第 137条第２項」を「第 137条第３号」に、「によつて」を「に

より」に改める。 

 第19条中「によつて」を「により」に、「第 125条第６項」を「第 164条第６項」 

に、「自動車取得税に」を「自動車税の環境性能割に」に、「第 126条第１項」を

「第 165条第２項」に、「自動車取得税額」を「自動車税の環境性能割額」に改め

る。 

 第36条第１項中「第 125条第２項若しくは第 144条の29第１項」を「第 144条の

29第１項若しくは第 164条第２項」に、「によつて」を「により」に、「自動車取

得税に係る徴収金若しくは軽油引取税」を「軽油引取税に係る徴収金若しくは自動 

車税の環境性能割」に改め、同条第２項中「第 125条第４項」を「第 164条第４項」 

に、「自動車取得税に係る徴収金又は軽油引取税」を「軽油引取税に係る徴収金又

は自動車税の環境性能割」に改める。 

 第38条の３中「第 125条第１項」を「第 138条の10第１項」に、「によつて」を

「により」に改める。              

 第39条中「第64条第３項」を「第64条第４項」に、「第72条の45第３項」を「第 

71条の34第２項、法第71条の54第２項、法第72条の45第４項」に改め、「、法第 

 131条第２項」を削り、「第 163条第３項」を「第 170条第２項、法第 177条の18 

第３項」に、「第 249条第２項若しくは法第 369条第２項又は法第56条第４項」を

「第 745条第１項において準用する法第 369条第２項若しくは法第 700条の63第２

項又は法第56条第５項」に、「第72条の44第４項」を「第71条の33第３項、法第71 

条の53第３項、法第72条の44第５項」に改め、「、法第 130条第３項」を削り、 

「第 368条第３項」を「第 169条第３項、法第 745条第３項において準用する法第 
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 368条第３項」に、「によつて」を「により」に改める。  

 第２号様式の４の２を削り、第２号様式の４の３を第２号様式の４の２とし、同 

様式の次に次の１様式を加える。 

 



 

 

第２号様式の４の３（第３条関係） 
 

 
自 動 車 税 
（環境性能 
割）課税台 
帳 

 
年
度 
 

  
納付 
税額 

   円 

 
更正・決
定税額 

円 

 
差引
税額 

円 

 
加算 
金額 

円 

 
更正・決
定年月日 
 

  年 月 日 

 
年 
度 
 

  
納付 
税額 

   円 

 
更正・決
定税額 

円 

 
差引 
税額 

円 

 
加算
金額 

円 

 
更正・決
定年月日 

  年 月 日 
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 第２号様式の５中 ｢ 自動車税課税台帳 」 を ｢ 自動車税（種別割）課税台帳 」 に改め 

る。 

 第３号様式の２及び第３号様式の３を次のように改める。 
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第３号様式の２（第６条関係） 
 

所長 次長 課長 班長 合議 主務 年  月  日 起案 

      
年  月  日 決裁 
年  月  日 施行 

                                        
  所在地 
  法人名 
  代表者氏名 
 

金
額 

の
資
本
等
の 

前
期
末
現
在 

資本金の額又は出資金の額 兆 十億 百万 千 円 

資本金等の額      

法人県民税・法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税の中間みなし決定決議書 

  次のとおり 
  年  月  日から 

  年  月  日まで 
の事業年度に対する中間みなし税額を決定 

 し、上記へ通知してよいか伺います。                    

 

①×（ ㊴×６／前事業年度の月数）

（ ㊵×６／前事業年度の月数）

（ ㊶×６／前事業年度の月数）

千 円
㊴ 差 引 法 人 税 割 額

⑮
収 入 割 ㊶ ⑬－⑭

㊲
所 得 割 ㊳

兆 十億 百万

の

内

訳 資 本 割 ㊵

⑭
納付すべき事業税額　㉜－㉝－㉞－㉟－㊱ ㊲

所 得 割 額

付 加 価 値 割 額

資 本 割 額

収 入 割 額

（ ㊳×６／前事業年度の月数）

㉞
⑦－⑧－⑨－⑩－⑪－⑫

㉟ ㊱

租税条約の実施に係る
⑫

合計事業税額　㉕＋㉗＋㉙＋㉛ ㉜
法 人 税 割 額 の 控 除 額

納付すべき法人税割額
⑬㉝

㉛
兆 十億 百万 千 円

⑩
収

入

割

収 入 金 額 総 額 ㉚
税 割 額 の 控 除 額

利子割額の控除額 ⑪
収 入 金 額

⑨
資 本 金 等 の 額 ㉙

兆 十億 百万 千 円 の 額 の 控 除 額

仮装経理に基づく法人

資

本

割

資本金等 の額 総額 ㉘
外 国 の 法 人 税 等

⑦
付 加 価 値 額 ㉗

兆 十億 百万 千 円

⑧

付加価値額総額 ㉖
法 人 税 割 額

所 得 金 額 ㉕
兆 十億 百万

十億 百万 千 円

千 円 ⑥

兆

前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額の明細

所 得 金 額 総 額 ㉔
兆 十億 百万 千 円

摘　　　　　要 課 税 標 準 税率 税　　　額

特別法人事業税額又は地方法人特別税額

（ ㉑ × ６ / 前 事 業 年 度 の 月 数 ）
㉒

円

⑤

④

前事業年度の法人事業税額・特別法人事業税額・地方法人特別税額の明細

㉑
千

み な し 申 告 税 額 ⑰＋⑱＋⑲＋⑳＋㉑ ㉓

兆 十億 百万

月
⑳ ③

⑱

⑲
均

等

割

額

百万 千 円

⑰
みなし申告法人税割額

②
６

千 円
①

兆 十億

法人県民税額 円

徴　収　金　額　の　内　訳

法　人　事　業　税 法　人　県　民　税

前 事 業 年 度 の 税 額 （ ㊲ の 金 額 ） ⑯
兆 十億      百万

このみなし決定に
より徴収する税額

法人事業税額 円
申告書提出期限 年　　月　　日 

特別法人事業税額又は地方法人特別税額 円

申告延期承認年月日 年　　月　　日 

円×

12

③

管理番号 申告区分 申告等年月日 

   

特別法人事業税額又は地方法人特別税額 

前事業年度又は 

前連結事業年度の月 

算定期間中において 

事務所等を有していた月数 

この申告により納付すべき 

県民税額      ②＋④ 

（リース特別控除取戻税額等 
又は個別帰属リース特別控除 
取戻税額等）法人税法の規定 
により計算した連結法人税額 
に係る個別帰属額 

道府県民税の特定寄附金税額 
控除額 

所

得

割 

平成27年改正法附則第 
８条又は平成28年改正 
法附則第５条の控除額 

仮装経理に基づく 

事業税額の控除額 

事業税の特定寄附 
金税額控除額 

租税条約の実施に係 
る事業税額の控除額 

付加価値割 

特別法人 
事業税又 
は地方法 
人特別税 

前 事 業 年 度 の 特 別 法 人 事 業 税 額 
又 は 地 方 法 人 特 別 税 額 

付 
加 
価 
値 
割 

前事業年度又は前連結事業年 
度の法人税割額（⑮の金額） 

⑬のうちリース特別控除取戻税 

額等又は個別帰属リース特別控 

除取戻税額等に係る法人税割額 

 
③ 

み な し 申 告 税 額 ⑰ ＋ ⑱ ＋ ⑲ ＋ ⑳ ＋ ㉒ 
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納付すべき特別法人事業税額又は地方法人特別税額

㊹－㊺－㊻
㊼

合計特別法人事業税額又は地方法人特別税額　㊷＋㊸ ㊹

仮装経理に基づく特別法人事業税額又は地方法人特別税

額の控除額
㊺

租税条約の実施に係る特別法人事業税額又は地方法人特

別税額の控除額
㊻

円兆 十億 百万
前 事 業 年 度 の 期 間

年　　月　　日から

年　　月　　日まで

収入割に係る

特別法人事業税額又は

地方法人特別税額
㊸

円 千所得割に係る

特別法人事業税額又は

地方法人特別税額

㊷
兆 十億 百万 千

摘　　　　　要 課 税 標 準 税率 税　　　額 こ の 申 告 の 期 間
年　　月　　日から

　　年　　月　　日まで
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第３号様式の３（第６条関係） 

 所在地 

 法人名 

 代表者氏名 

所長 次長 課長 班長 合議 主務 

      

  起案日 年   月   日 

  決裁日 年   月   日 

  施行日 年   月   日 

 法人県民税・法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税の更正・決定・加算金決定決議書 
 

  次のとおり 
  年  月  日から 

  年  月  日まで 
の事業年度に対する課税標準及び 

税  額 
加算金額 

 

を 
更正 
決定 し、上記へ通知してよいか伺います。 

   なお、この通知により徴収する税額等の納期限は、  年  月  日として 

 よいか併せて伺います。 

 

資本金の額又は
出資金の額

徴　収　金　額　の　内　訳

課税標準額

月

法人事業税額
円 円

申告書提出期限

円 円

　　年　　月　　日
千円

申告書提

出年月日

確定 　　年　　月　　日

資本金等の額 千円

修正 　　年　　月　　日

法人県民税額
円

合計
円

管理番号

法　人　事　業　税 法　人　県　民　税

摘　　　　　要 課 税 標 準 税率 税　　　額 （使途秘匿金税額等）
①

兆 十億 百万 千 円

所
　
　
得
　
　
割

所 得 金 額 総 額 ㉔
兆 十億 百万 千 円

㉕
兆 十億 百万 千 円

②

㉖
課税標準となる法人税額

③
又は個別帰属法人税額

㉗
法　人　税　割　額

④
（③×　　／100）

計　㉕＋㉖＋㉗ ㉘

㉙
仮装経理に基づく法人税

⑦
割額の控除額

付加価値額総額 ㉚
利子割額の控除額

⑧
（控除した金額　）

付 加 価 値 額 ㉛
兆 十億 百万 千 円 差引法人税割額

⑨④－⑤－⑥－⑦－⑧

資
本
割

資本金等の額総額 ㉜
既に納付の確定した当期

⑩分の法人税割額

資 本 金 等 の 額 ㉝
兆 十億 百万 千 円 租税条約の実施に係る法

⑪人税割額の控除額

収
入
割

収 入 金 額 総 額 ㉞
既還付請求利子割額が過

⑫大である場合の納付額 ㉓

収 入 金 額 ㉟
兆 十億 百万 千 円 差引徴収法人税割額

⑬⑨－⑩－⑪＋⑫

合計事業税額　㉘＋㉛＋㉝＋㉟又は㉙＋㉛＋㉝＋㉟ ㊱ ⑭

㊳ 円×　／12 ⑮
兆 十億 百万 千 円

課税標準 税率 税額

㊴ ㊵

㊶
差引徴収均等割額

⑰

均

等

割

額

㊲

既に納付の確定した
⑯当期分の均等割額

差引徴収事業税額　㊱－㊲－㊳－㊴－㊵－㊶ ㊷ 徴収県民税額　　⑬＋⑰ ⑱

特別法人事業税又は地方法人特別税
利

子

割

額

に

関

す

る

計

算

利 子 割 額
⑲

（控除されるべき額）

摘　　　　　要

円
所得割に係る金額 ㊸

兆 十億 百万 百万 控除することができな
㉑

かつた金額　⑲－⑳

⑳

収入割に係る金額 ㊹
既に還付を請求した

㉒
利子割額

円千 兆 十億 千

合計特別法人事業税額又は地方法人特別税額　 ㊸＋㊹ ㊺ ㉓

法人事業税加算金額 

特別法人事業税額又 
は地方法人特別税額 

特別法人事業税加算金額又は 
地方法人特別税加算金額 

法人税法の規定により計 
算した法人税額 

道府県民税の 
特定寄附金税 
額控除額  ⑤ 

外国の法人税等 
の額の控除額⑥ 

算定期間中において事務 
所等を有していた月数 

⑮－⑯ 

平成27年改正法附則第 
８条又は平成28年改正 
法附則第５条の控除額 

仮装経理に基づく 
事業税額の控除額 
租税条約の実施に係 
る事業税額の控除額 

事業税の特定寄附金 

税額控除額 
既に納期の確定した 
当期分の事業税額 

年 400万円以下の金 
額 
年 400万円を超え年 
 800万円以下の金額 
年 800万円を超える 
金額 

軽減税率不適用法人 
の金額 

付 
加 
価 
値 
割 

金
額 

こ
の
更
正
・
決
定
に
よ
り
徴
収
す
る 

⑳ 

控 除 し た 金 額 
(④-⑤-⑥-⑦と⑲のうち少ない額) 

既還付請求利子割額が過大であ 
る場合の納付額㉒-㉑   (⑫) 
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更正又は決定の理由

重加算金

小計

不 申 告
加 算 金

㊿小計

過少申告
加 算 金

加算金額
うち事業税を基礎
とする加算金額

ア イ エ

基礎とする税額合計
率

㊾

法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税に対する加算金額

摘　　　　　要 基礎とする事業税額

㊽

㊼

㊻ 歳　出　還　付　税　額
仮装経理に基づく過大申告の更正及び租 
税条約の実施に係る更正に伴う繰越控除 

仮装経理に基づく特別法人事業税額又は地方法人特別税 
額の控除額 
既に納付の確定した当期分の特別法人事業税額又は地方 
法人特別税額 
租税条約の実施に係る特別法人事業税額又は地方法人特 
別税額の控除額 

差引徴収特別法人事業税額又は地方法人特別税額 
㊺-㊻-㊼-㊽ 

徴収加算金合計  ㊿＋ ＋  

基礎とする特別法人事業税 
額又は地方法人特別税額 

ア＋イ＝ウ（端数計算） エ-（エ×イ／ウ）（端数計算） 

不足税額分 

不足税額分 

超える額分 

兆 十億百万     千    円  兆 十億  百万     千    円 

十億 百万    千  円 法人事業

税    

法人県民

税    
利子割額 
     

法人事業税 

      

法人県民税 

          
特別法人事業 
税又は地方法 
人特別税  

  兆 十億  百万    千    円 

兆  十億百万     千     円 

兆 十億百万     千    円 

   兆 十億百万     千    円 兆 十億百万     千    円 

兆  十億百万     千     円 

 

 

 

十億 百万     千    円 

超える額分 
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 第３号様式の４⑶中「年度  月分地方法人特別税調定伺」を「年度  月分特 
 

別法人事業税・地方法人特別税調定伺」に、 「 地方法人特 
別税額 」 

を 「 特別法人事業税額又 
は地方法人特別税額 」 

に改める。                                 
 

 第３号様式の４⑷中「 
  

を 地方法人特別税 」 

  
 
「 特別法人事業税又は地方法人特別税 」 に改める。 

 第３号様式の４の４中「法人事業税・地方法人特別税の申告期限の延長の承認等 

の決議書」を「法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税の申告期限の延長の 

承認等の決議書」に改め、「及び」の次に「特別法人事業税又は」を加える。 

 第３号様式の９から第３号様式の９の２までを次のように改める。 

第３号様式の９から第３号様式の９の２まで 削除 

 第３号様式の９の４の次に次の３様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第３号様式の９の５（第６条関係） 
 

所長 次長 
自動車税
センター 
所長 

所長代理 課税課長 業務課長 合議 主務 
年  月  日起案 

 
年  月  日決裁 

 
              

年  月  日施行 

年度  月分自動車税（環境性能割）申告是認（更正・決定）決議書兼調定伺 

  次のとおり申告を是認し、調定してよいか伺います。 

区分 
申告分 更正・決定分 合計 

件数 課税標準 税額 区分 件数 課税標準 税額 件数 課税標準 税額 

増
額 

当初申告分   千円 円 決定   千円 円   千円 円 
修正申告分       更正             
小計                     

減
額 

更正       更正             
免除       免除             
減免       減免             
小計                     

差引計                     
申告分のうち証紙納付以外の分 加算金決定  

区分 件数 課税標準 税額 区分 件数 金額  
当初申告分     円 過少申告加算金   円 

 修正申告分       不申告加算金     
小計       重加算金     
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第３号様式の９の５付表（第６条関係） 

        自動車税（環境性能割）納税義務者別訂正内訳書（修正申告、更正、決定、免除等減額）        

                                               年度   月分  

登録番号 
納税義務者 申告納期限 当初決定額 訂正額 差引増減額 

訂正理由 摘要 住所（所在地） 更正決定納期限 
（減額決定期日） 

課税標準 
（千円） 

税額 
（百円） 

課税標準 
（千円） 

税額 
（百円） 

課税標準
（千円） 

税額 
（百円） 

加算金 
（百円） 氏名（名称） 

              
              
            

  
              
            

  
              

              
              
              
              

              
              
              
              

  この様式は、軽自動車税環境性能割について準用します。この場合において、「自動車税（環境性能割）」とあるのは 

 「軽自動車税（環境性能割）」と、「登録番号」とあるのは「車両番号」と読み替えるものとします。 
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第３号様式の９の６（第６条関係） 

所長 次長 課長 班長 合議 主務 整理番号 

            
  
  

納税義務者 
住所（所在地） 
氏名（名称） 

年 月 日起案 
年 月 日決裁 
年 月 日施行 

 
自動車税（環境性能割）更正・決定・加算金決定決議書 

 

 次のとおり自動車税環境性能割の課税標準及び 
税  額 
加算金額 を 

更正 
決定 し、納税義務 

者に通知してよいか伺います。 
 

 なお、この 
更正 
決定 により徴収する税額等の納期限は、    年  月  日 

 
としてよいか併せて伺います。  

登録番号   種類   

車名   定置場   

取得年月日 年  月  日 取得原因   

申告納付年月日 年 月 日 
修正申告書 
提出年月日 年 月 日 

申告納付
期限 年 月 日 

区分 課税標準 税率 税額 

更正又は決定によ
るもの 円 

 
100 円 

既に申告納付した
もの 

円  
100 

円 

差引納付額 円  円 

加
算
金
額 

過少申告加算金 

円  
100 

円 

円  
100 

円 

不申告加算金 円 
 

100 円 

重加算金 円  
100 

円 

更正又は決定の理
由 

 
 

備考  

 この様式は、軽自動車税環境性能割について準用します。 
この場合において、「自動車税（環境性能割）」とあるのは 
「軽自動車税（環境性能割）」と、「自動車税環境性能割」 
とあるのは「軽自動車税環境性能割」と、「登録番号」とあ 
るのは「車両番号」と読み替えるものとします。 
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 第３号様式の10⑴中「 自動車税決定決議書兼調定伺 」を 
 
｢ 自動車税（種別割）決定決議書兼調定伺 」 に改める。 

 

 第３号様式の10⑵中 ｢ 
 
  自動車税調定額増減一覧表 

普通徴収 
証紙徴収 」 を 

 
｢ 
 
自動車税（種別割）調定額増減一覧表 普通徴収  

｣ 
に改める。 

証紙徴収 

 第３号様式の10⑶中「   自 動 車 税 納 税 者 別 内 訳 書   」を 

「自 動 車 税 （ 種 別 割 ） 納 税 者 別 内 訳 書」に改める。 

 第３号様式の16⑶中「自動車税督促状発付一覧表」を「自動車税（種別割）督促 

状発付一覧表」に改める。 

 第３号様式の17中「富山県  県税事務所」を「富山県総合県税事務所」に、 
 
｢  自動車税   
  鉱区税   
  自動車取得税   
  軽油引取税   
  料理飲食等消費税   
  特別地方消費税  」 

を 
 
｢  自動車税環境性能割   
  自動車税種別割   
  鉱区税   
  軽油引取税   
  旧法による税  」 

に改め、同表に備考として次のように加える。 

 備考 旧法による税については、必要に応じて個別の税目を内訳として記載す 

   る。 

 第５号様式の３を削り、第５号様式の３の２を第５号様式の３とする。 

 第７号様式を次のように改める。 

 

 

 

( ) 

( ) 



 

 

第７号様式⑴（第６条の３関係）      

 富山県総合県税事務所                           年度 月分 県税等収入報告書                                    

区分 
 
税目 

調 定 済 額 収 入 済 額 
収入率 不 納 欠 損 還付未済額 収入未済額 

当 月 分 累 計 当 月 分 累 計 

件 数 税 額 前年度比 件 数 税 額 前年度比 件 数 税 額 前年度比 件 数 税 額 前年度比 今年度 前年度 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 

現

年

課

税

分 

 
個 人 県 民 税 
法 人 県 民 税 
県 民 税 利 子 割 
県 民 税 配 当 割 
県 民 税 譲 渡 割 
個 人 事 業 税 
法 人 事 業 税 
地方消費税譲渡割 
地方消費税貨物割 
不 動 産 取 得 税 
県 た ば こ 税 
ゴルフ場利用税 
自 動 車 税 
     自動車税 
   環境性能割 
     種別割 

鉱 区 税 
自 動 車 取 得 税 
軽 油 引 取 税 
狩 猟 税 
旧 法 に よ る 税 

計 

件 円 ％ 件 円 ％ 件 円 ％ 件 円 ％ ％ ％ 件 円 件 円 件 円 

滞

納

繰

越

分 

個 人 県 民 税 
法 人 県 民 税 
県 民 税 利 子 割 
県 民 税 配 当 割 
県 民 税 譲 渡 割 
個 人 事 業 税 
法 人 事 業 税 
不 動 産 取 得 税 
県 た ば こ 税 
ゴルフ場利用税 
自 動 車 税 
    自動車税 
   環境性能割 
     種別割 

鉱 区 税 
自 動 車 取 得 税 
軽 油 引 取 税 
狩 猟 税 
旧 法 に よ る 税 

計 

                                        

合 計                                         

 備考 
  １ 「収入済額」欄には、還付未済額を含め、件数は完納件数とする。 
  ２ 「収入率」は、少数点第１位までとし、第２位で四捨五入する。 
  ３ 旧法による税については、必要に応じて個別の税目を内訳として記載する。
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  令和元年 10 月９日     富 山 県 報        号  外  21   

 

第７号様式を第７号様式⑴とし、同様式の次に次の１様式を加える。 

 



 

 

第７号様式⑵（第６条の３関係） 

年度 県税外収入報告書 

富山県総合県税事務所                                    年 月末現在  

  
調 定 済 額 収 入 済 額 

不 納 欠 損 額 未還付過誤納額 収 入 未 済 額 
当 月 分 累 計 当 月 分 累 計 

使 

用 

料 

手
数
料 

免税軽油使用者証交付 

又は書換手数料 

納税証明書交付手数料 

                                                        

計                             

諸 

 

 

 

 

収 

 

 

 

 

入 

延
滞
金 

現 年 課 税 分 

滞 納 繰 越 分 
    

 

  

 

 
                                                

計                             

加 
 

算 
 

金 

現
年
課
税
分 

過 少 加 算 金 

不 申 告 加 算 金 

重 加 算 金 

小 計 

   
 

  

 

 
                                                

滞
納
繰
越
分 

過 少 加 算 金 

不 申 告 加 算 金 

重 加 算 金 

小 計 

    
 

  

 

 
                                                

計                                                       

過 料                                                       

計                             

滞
納
処
分
費 

現 年 課 税 分 

滞 納 繰 越 分 
                            

計                             

合 計     
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第７号様式の２を次のように改める。 

 



 

 

第７号様式の２（第６条の３関係） 
                                                                            第     号 
                                                                            年  月  日 
  富山県知事     殿 
                                                                        富山県総合県税事務所長 

年度県税徴収状況報告書（件数、金額） 
                                                                 年 月末現在 （単位 千円 ％ 件）  

区分 

 

税目 

調定済額 
 
１ 

収入済額 
 
２ 

収 入 済 額 の 内 訳 
不納欠損 

 
３ 

収入未済額 
(１-２-３) 

４ 

収 入 未 済 額 の 内 訳 

還付未済額 納期内納
付（入） 

⑴ 

納期内納
付(入)率 
⑴／１ 

徴収猶予 
 
⑵ 

差押公売 
 
⑶ 

差押任意
納付 

⑷ 

その他 
 
⑸ 

                

その他 
ア 

差 押 
イ 

換価猶予 
ウ 

執行停止 
エ 

徴収猶予 
オ 

徴収嘱託 
カ 

交付要求 
 

参加差押 
キ 

分納誓約 
ク 

その他 

現

年

課

税

分 

個 人 県 民 税 
法 人 県 民 税 
県 民 税 利 子 割 
県民税配当割 
県民税譲渡割 
個 人 事 業 税 
法 人 事 業 税 
地 方 消 費 税 
不動産取得税 
県 た ば こ 税 
ゴルフ場利用税 
自 動 車 税 
自動車税環境性能割 
自動車税種別割 
鉱 区 税 
自動車取得税 
軽 油 引 取 税 
狩 猟 税 
小     計 

                    

滞

納

繰

越

分 

個 人 県 民 税 
法 人 県 民 税 
県民税利子割 
県民税配当割 
県民税譲渡割 
個 人 事 業 税 
法 人 事 業 税 
地 方 消 費 税 
不動産取得税 
県 た ば こ 税 
ゴルフ場利用税 
自 動 車 税 
自動車税環境性能割 
自動車税種別割 
鉱 区 税 
自動車取得税 
軽 油 引 取 税 
狩 猟 税 
小     計 

                                  

 

    

計                                        
  備考 
  １ 「収入済額」欄には、還付未済額を含め、件数は完納件数を計上する。 
  ２ 「収入率」は、小数点第１位までとし、第２位で四捨五入する。 
  ３ 旧法による税については、必要に応じて個別の税目を内訳として記載する。 
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  令和元年 10 月９日     富 山 県 報        号  外  29   

 

 第７号様式の４中「年度  月分自動車取得税月報」を「年度  月分自動車税

（環境性能割）・軽自動車税（環境性能割）月報」に改める。 

 第７号様式の４付表１中「年度  月分自動車取得税月報付表（１／２）」を 

「年度  月分自動車税（環境性能割）・軽自動車税（環境性能割）月報付表（１ 

／２）」に改める。 

 第７号様式の４付表２中「自動車取得税月報付表（２／２）」を「自動車税（環 

境性能割）・軽自動車税（環境性能割）月報付表（２／２）」に改める。 

 第７号様式の４付表３中「自動車取得税取得価格段階別課税状況調」を「自動車 

税（環境性能割）・軽自動車税（環境性能割）取得価額段階別課税状況調」に、 

「取得価格」を「取得価額」に改める。 

 第７号様式の４付表４中「自動車取得税取得価格段階別課税状況調（非課税等）」 

を「自動車税（環境性能割）・軽自動車税（環境性能割）取得価額段階別課税状況

調（非課税等）」に、「取得価格50万円」を「取得価額50万円」に改める。 

 第７号様式の５中「富山県  県税事務所長」を「富山県総合県税事務所長」に、 

「     年度   月分自動車税月報     」を「年度 月分自動車税（種別割）月報」に改め 

る。 

 第７号様式の５付表中「     年度 月分自動車税月報付表     」を 

「年度 月分自動車税（種別割）月報付表」に改める。 

 第７号様式の９⑵を次のように改める。 

 



 

 

第７号様式の９⑵（第６条の３関係） 

年度県税決算書付表                              富山県総合県税事務所  

 予算額 

調 定 済 額 
Ａ 

収 入 済 額 
Ｂ 

不 納 欠 損 額 
Ｃ 

還 付 未 済 額 
Ｄ 

収 入 未 済 額 
Ａ－Ｂ－Ｃ＋Ｄ＝Ｅ 

収 入 率 
Ｂ／Ａ 

件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 対予算 対調定 
前年度 
対調定 

現 ・ 滞 ・ 計                             
１ 普通税                             

⑴ 県民税                             
  ア 個人                             
  イ 法人               
  ウ 利子割               
  エ 配当割               
  オ 譲渡割               
 ⑵ 事業税                             
  ア 個人                             
  イ 法人                             
 ⑶ 地方消費税                             
  ア 譲渡割                             
  イ 貨物割                             
 ⑷ 不動産取得税                             
 ⑸ 県たばこ税                             
 ⑹ ゴルフ場利用税                             
 ⑺ 自動車取得税                             
    普通徴収                             
    証紙徴収               
    ＯＳＳ                             
 ⑻ 軽油引取税               
 ⑼ 自動車税               
    普通徴収               
    証紙徴収               
    ＯＳＳ               

ア 自動車税               
    普通徴収               
    証紙徴収               
    ＯＳＳ               

イ 環境性能割               
    普通徴収               
    証紙徴収               
    ＯＳＳ               

ウ 種別割               
    普通徴収               
    証紙徴収               
    ＯＳＳ               

⑽ 鉱区税               
２ 目的税                             
 ⑴ 狩猟税                             
３ 旧法による税                             

 備考 旧法による税については、必要に応じて個別の税目を内訳として記載する。 
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第７号様式の12を次のように改める。 
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第７号様式の12（第７条の３、第９条の２関係） 

                         通知年月日：         

都道府県知事 殿 

                         富山県総合県税事務所長  

  法人 
県民税 

に係る課税標準額等の通知について 
事業税 

  このことについて、次のとおり通知します。 

(

備

考

そ

の

他

その他部門の売上高 欠損事業年度の所得金額（欠損金額）

軌道又は鉄道の売

上高とその他部門

の 売 上 高

軌道又は鉄道の売上高

外国の

法人税

等の額

の控除

額

特定寄附金の合計額

市町村民税分

都道府県民税分 人

人

円

円

円

円

円

円

円
都道府県民税分 租

税

条

約

法人税割額から控除すべき外国税額の総額

仮

装

経

理

市町村民税分

法 人 都 道 府 県 民 税 人 人

分割都道府県数

分

割

基

準

法

人

事

業

税

種　　　類 内　　　　訳 総　　　　数

円

差引所得に対する法人税額 重 加 算 税 対 象 所 得 金 額

（ 非 Ｐ Ｅ 分 ） 重 加 算 税 額)
円

円

円

(

収 入 割 対 象 収 入 金 額

法 人 税 割 無 申 告 加 算 税 額

（ 使 途 秘 匿 金 税 額 等 ） 過 小 申 告 加 算 税 額)

対 象 所 得

付 加 価 値 割

資 本 割

課

税

標

準

等

の

総

額

法

人

事

業

税

所

得

割

重

加

算

金

対 象 所 得

計 対 象 収 入 金 額

法人区分 資 本 金 等 の 額

県 民 税

法 人 番 号

（フリガナ）

主 た る 事 務 所

等 の 所 在 地

法 人 名

から

まで

まで災害等延長の申告期限

事業年度区分

連結区分

事業年度

法第72条の 適用

申 告 期 限 の

延 長 月 数

事 業 税

円

円

円

円

円

月

円

円

円

円

月

補 正 後 の 従 業 者 数 の 総 数

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

資 本 金 の 額 又 は 
出 資 金 の 額 
資本金の額又は出資金の額 
（ 解 散 時 点 ） 
資本金の額及び資本準備金 
の 額 の 合 算 額 

税 務 官 署 の 
通 知 年 月 日 
法 人 税 申 告 
年 月 日 
申 告 処 理 
年 月 日 
税 務 署 

 

税 務 官 署 の 
処 理 区 分 

 

減 
額 
更 
正 
の 
理 
由 

年 400万円以下 

 

 

 

対 象 付 加 
価 値 額 

関 係 都 道 府 県 の 
事 務 所 等 所 在 地 

 

 

対 象 所 得金 額 

 

 

 

 

 
 

 

円 

変更前（          ） 

税 務 官 署 の 
申 告 区 分 

申 告 処 理 区 分 

年 400万円超 
年 800万円以下 

年 800万円超 

軽減税率不適用法人の金額 

対 象 資 本 金 
等 の 額 

対 象 付 加 
価 値 額 
対 象 資 本 金 
等 の 額 

円 

対 象 付 加 
価 値 額 

対 象 資 本 等 
金 額 

対 象 収 入金 額 

対 象 法 人税 額 

対 象 所 得金 額 

対 象 付 加 
価 値 額 

対 象 資 本 等 
金 額 

 
対 象 収 入金 額 

対 象 法 人税 額 
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第７号様式の12の２中 
 

「 法人税・法人事業税・地方法人特別税の確定申告書の提出期限の延長の処分の 

届出及び承認等についての通知書 
 
」 

を 
 

「 法人税・法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税の確定申告書の提出期 

限の延長の処分の届出及び承認等についての通知書 
 
」 

に改める。 

第７号様式の13を次のように改める。 
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第７号様式の13（第７条の２関係） 

                          通知年月日：     

    市町村長 殿 

                           富山県総合県税事務所長  

      市町村民税法人税割に係る課税標準額等の通知について 

  このことについて、次のとおり通知します。 

 

備

考

人人 人
12 25 38

人人 人
11 24 37

人人 人
10 23 36

人人 人
９ 22 35

人人 人
８ 21 34

人人 人
７ 20 33

人人 人
６ 19 32

人人 人
５ 18 31

人人 人
４ 17 30

人人 人
３ 16 29

人人 人
２ 15 28

特 定 寄 附 金 の 合 計 額 外 国の 法 人

税 等 の 額

の 控 除 額
人

人

分割基準総数
人

１

13

14
人 人

人人
26

27

関係市町村事務所等所在地 分割基準 関係市町村事務所等所在地 分割基準 関係市町村事務所等所在地 分割基準

対 象 収 入 金 額

租 税 条 約 対 象 法 人 税 額 重 加 算 税 対 象 所 得 金 額

仮装経理に基づ く法 人税 額等 重 加 算 税 額

法 人 税 割

（ 使 途 秘 匿 金 税 額 等 ）
重

加

算

金

対 象 所 得

（ 非 Ｐ Ｅ 分 ）

税 務 署

連 結 区 分

法 人 区 分 資 本 金 等 の 額

事 業 年 度 区 分

月から

まで まで災害等延長の申告期限
事 業 年 度

法 人 名

法 人 番 号

（フリガナ）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

変更前（       ） 

主たる事務所 
等 の 所 在 地 

資 本 金 の 額 又 は 
出 資 金 の 額 

 

 

法 人 税 申 告 
年 月 日 

減 
額 
更 
正 
の 
理 
由 

差 引 所 得 に 対 す る 
法 人 税 額 

対 象 付 加 
価 値 額 
 

控 除 外 国 税 額 の 総 額 
（ 市 町 村 分 ） 

本 都 道 府 県 に 
お け る 主 た る 事 
務 所 等 の 所 在 地 

資本金の額又は出資金の額 
（ 解 散 時 点 ） 

 

法 人 税 申 告 期 限 
延 長 月 數 

税 務 官 署 の 
通 知 年 月 日 

申 告 処 理 
年 月 日 

税 務 官 署 の 
処 理 区 分 
税 務 官 署 の 
申 告 区 分 

申告処理区分 

対 象 資 本 金 
等 の 額 
 

補正後の分割基準総数 
（ 市 町 村 分 ） 

円 
( ) 
 

円 
( ) 
 

資本金の額及び資本準備金 
の 額 の 合 算 額 
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第７号様式の20中「富山県  県税事務所長」を「富山県総合県税事務所長」に、 
 

｢ 自 動 車 税 
今回分         

」 累 計         

を 
 

｢ 自 動 車 税 
今回分         

」 

累 計         
自 動 車 税 
環 境 性 能 割 

今回分         
累 計         

自 動 車 税 種 別 割 
今回分         
累 計         

に改める。 

 第30号様式⑷中「 自動車取得税徴収猶予決議書 」を 

「自動車税（環境性能割）徴収猶予決議書」に、「登録（車両）番号」を 

「 登 録 番 号 」に、 

「参考 この決議書は、法第 125条第２項の規定によつて自動車取得税額の徴収 

   を猶予する場合に使用すること。                  」 

を 

「参考 

  １ この決議書は、法第 164条第２項の規定により自動車税環境性能割額の 

   徴収を猶予する場合に使用すること。 

  ２ この様式は、軽自動車税環境性能割について準用します。この場合にお  

   いて、「自動車税（環境性能割）」とあるのは「軽自動車税（環境性能割）」 

   と、「登録番号」とあるのは「車両番号」と読み替えるものとします。  」 

に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、公表の日から施行する。ただし、第９条の２の改正規定は、令和 

 ２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和元年10月１日前の自動車の取得に対して課する自動車取得税については、 

 この訓令による改正後の富山県税事務取扱規程（以下「新訓令」という。）の規 

 定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 新訓令の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、令和元年10月１日以後 

 に取得された自動車に対して課する自動車税の環境性能割について適用する。 
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４ 新訓令の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年度分の令和元年10 

 月１日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別割及び令和２年度以 

 後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和元年度分までの令和元年10 

 月１日前に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前の例に 

 よる。 

５ この訓令による改正前の富山県税事務取扱規程に定める様式による用紙は、当 

 分の間、所要の調整をして使用することができる。 

                              （税 務 課）  
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